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令和７年度事業計画 

 

 令和６年度は国会で「学校教育法の一部を改正する法律」が可決されたことにより「大学

等との制度的整合性」、「専門学校修了者の学修継続の機会確保や社会的評価の向上」、「教

育の質の保証」などの措置が講じられることで、学校教育法上における専門学校の高等教育

機関としての位置づけがより明確になった（令和８年度施行）。 

全国専修学校各種学校総連合会（以下「全専各連」）は、時代の要請に応じた職業教育を

展開し地域や産業界に有為な人材を輩出している専修学校各種学校の振興のために、経年の

事業計画にもとづき全国的な運動を展開、一定の成果を上げたことにより、現在の高等教育

機関としての専門学校という地位を確立してきた。 

こうした中、令和７年度は専修学校制度制定から５０年という大きな節目を迎える。制度

制定からこの５０年間、格差是正、助成、税制、質の保証向上に関する幾多の改革が実現さ

れたことで、実践的な職業教育をアイデンティティとする専修学校各種学校の様々な振興が

はかられてきた。７月には制度制定５０周年記念事業が予定されており、本事業をもって専

修学校各種学校の存在意義を社会に広く発信する機会とするとともに、一層の発展を目指す

「次の５０年」に向けた新たな出発点とする、として以下の５つの方針を掲げている。 

１．職業教育体系の確立に向けた対応 

２．学校運営の強化・健全化と教育の質保証・向上に向けた取組の推進 

３．専修学校及び各種学校制度の振興に向けた対応 

４．国家課題としての人材育成・確保に向けた社会人及び留学生受け入れへの対応 

５．全専各連・都道府県協会等の組織強化・活性化 

当連盟としても全専各連の基本方針に沿い、連盟並びに加盟校の振興と発展のために、令

和７年度諸事業を推進する。 

合わせて、広島県（学事課）ならびに広島県高等学校教育研究会進路指導･キャリア教育部

会と密接な連携を図り、進路指導研究協議会等を通じて、職業教育を推進する専修学校各種学

校への一層の理解を求め、広島県全体のキャリア教育・職業教育の一端を担う。 

特に「人材育成」に関しては専修学校各種学校の担う役割は大きく、今以上に広島県内の企

業や業界団体等との連携を図り、社会が求める人材や地域に貢献できる人材の育成に努めるよ

う努力する。 

広島県は４年連続で全国最多の人口転出超過となっており、全国で転出超過の人数が１万人

を上回ったのは広島県だけという集計結果となっているが、広島県の若者流出調査によると、

転出が増える時期として「高校卒業後の進学時」が要因の一つとして分析されており、当連盟
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としても「職業教育」の専修学校各種学校をアピールしていくことで、高等学校卒業者の広島

県内の専修学校各種学校への進学を促し、転出超過抑制に尽力する。 

同時に、専門学校生が経済的理由により修学を断念することなく安心して学べるよう、全専

各連と連携して高等教育無償化の確立を目指す。 

また、外国人留学生の広島県内定着を図るため広島県や産業界との連携を密にし、専修学

校専門課程への留学生獲得や留学生就職支援に努力する。 

さらに、恒常的活動として、教職員の資質の向上、教育内容の充実、学校評価・第三者評価

の整備等において、社会の評価を一層向上させるために、加盟校の協力のもと、次の諸事業を

推進する。 

 

１ 部会組織の充実 

部会として、学校相互間の提携協力、共通課題の研修と教科の充実、親睦を通じて学校

運営の振興に努めるとともに、理事会への提言など専修・各種学校教育全体の飛躍の基盤

とする。 

工業部会      工業分野に属する専修学校・各種学校 

医療･衛生･福祉部会 医療分野、衛生分野、教育・社会福祉分野に属する専修学校 

・各種学校 

商業実務部会    商業実務分野に属する専修学校・各種学校 

家政部会      服飾・家政分野に属する専修学校・各種学校 

文化教養部会    文化・教養分野に属する専修学校・各種学校 

 

２ 総会・理事会 

定時社員総会 年１回  ５月 

定 例 理 事 会 年６回  ４月，５月，６月，９月，１２月，３月 

 

３ 実施事業 

⑴ 公益目的事業１ 

「広島県内の私立専修学校及び私立各種学校教育の充実及び振興を図り、もって教育

文化の昂揚に資する事業」 

① 教職員退職手当資金給付事業（福祉部退職給付金制度の運用） 

    教職員退職手当資金給付事業は、学校設置者が納付する掛金と、広島県の補助金助

成措置をもとに運用する。 
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② 広報活動事業 

専修学校・各種学校教育の現状並びに特色に関する情報を広く社会に提供する。 

特に高等学校に対しては広島県高等学校教育研究会進路指導･キャリア教育部会の

協力のもと、広島県高等学校・専修学校連絡協議会を基盤に、より実効ある活動母体

としての広報活動を実施する。 

また、大学・短期大学及び一般に対しても、広報活動の推進を図る。 

区    分 時期 発行部数 場所 対象者・配布先 

2026（令和８）年度版 

広島県私立専修学校各種

学校 ガイド 

５月 4,500部 県内 
中学校・高等学校・大学・短

期大学・ハローワーク他  

2026（令和８）年度版 

広島県私立専修学校各種

学校 学校概要（教師用） 

５月 1,300部 県内 
高等学校進路指導担当者 

保護者 

体験入学日一覧ポスター ５月  800枚 県内 高等学校 

新聞広告 
７月 

９月 
中国新聞 

映画 

案内欄 

夏休み体験入学案内 

10月１日入学願書受付開始 

ホームページ 随時   行事内容変更他 

 

③ 教員資格認定事業 

    教員の資格認定は、専修学校設置基準に定める教員資格を基準として、広島県専修

学校各種学校教員認定委員会規則に基づいて実施しているものであり、専門教育によ

る教職員の育成と資質の向上を目指すものである。この認定教科の拡充、研修内容の

充実によって独自性を持った制度の充実をはかり、人材育成に努める。 

   

④ 外国人留学生支援事業 

    専修学校専門課程の留学生獲得と、留学生の広島県内就職を支援する。 

 

⑵ 収益事業１ 

検定試験の運営及び保険の取扱等により専修学校各種学校教育の充実向上を図る事業 

① 検定事業 

    各々が修得した知識や技能・能力について、全国統一問題による試験を実施する。 

     ・ファッションビジネス能力検定 年２回 ７月・11月 

     ・ファッション販売能力検定   年２回 ７月・12月 

     ・パターンメーキング技術検定  年１回 ２級 ７月 筆記・９月 実技 



- 4 - 

・パターンメーキング技術検定  年１回３級 11月 筆記・実技（同日） 

     ・ファッション色彩能力検定   年１回 １月 

・技術認定           年１回 １月 

 

② 保険取扱事業 

    一般財団法人職業教育・キャリア教育財団が実施する「学生生徒災害補償保険」、

また、キャリア教育共済共同組合が実施する「学生・生徒２４時間共済」の広報活動

及び事務取扱を行う。 

 

⑶ その他の事業（相互扶助等事業） 

① 教育施設設備資金貸付事業（振興部貸付金制度） 

    教育施設設備資金の貸付制度については、連盟の保有資金の範囲内で、連盟加盟校

に係る施設設備の整備資金を融資し、今後の運用にあたる。 

   

② 研修事業 

    研修事業にあたっては、教職員の資質の向上を図る目的をもって、専門教育の特色

に応じた多様な形態の研修活動を実施する。 

 研  修  会 時期 場所 内         容 

１ 進路指導研究協議会 ７月 
広島 

福山 
高等学校進路担当者と研究協議 

２ 中国地区協議会総会・研修会 ７月 鳥取 中国各県教職員との研究協議 

３ 教職員研修会 ８月 広島 

教職員の一般教養研修 

職業実践専門課程教職員研修 

（連続３日開催を予定） 

４ 県外視察研修会 11月 石川 他県の教育実態の調査 

５ 
基礎教育講習会 

現職教育講習会 
12月 広島 教員資格認定講習（服飾･家政分野） 

６ 設置者･校長･管理職研修会 ２月 広島 学校の経営管理者研修 

７ 就職情報研修会 ３月 広島 就職情報に関する研修 

 

４ 私立学校振興費助成の充実 

  広島県私立学校総連合会の一員として、「令和７年度広島県私立学校振興費補助金に関する

要望書」を提出し、専修学校・各種学校関係分として下記を要望した結果、参考資料の通り助

成枠を確定させることができた。 
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  令和７年度要望項目 

   ① 私立専修学校（専門課程）における経常費補助金の新設 

   ② 私立専修学校・各種学校（学校法人立以外）における経常費補助金の新設 

③ 研修事業助成の拡充 

④ 「広島県私立専門学校『職業実践専門課程』推進補助金」の拡充 

    

（参考資料） 

令和７年度確定助成枠 

区    分 金 額(円) 補  助  内  容 

高等専修学校経常費補助金 9,648,000 
修業年限３年以上の高等課程を設置する

学校に対する運営費の一部（学校法人） 

私学共済掛金補助金 31,550,00 長期給付掛金補助 8/1000（学校法人） 

退職金掛金補助金 13,379,000 福祉部退職金掛金補助 20/1000 

連盟主催研修会補助金 1,730,000 研修事業の補助金 1／2 

広報活動事業補助金 1,300,000 広報活動事業の補助金 1／2 

高等教育の修学支援新制度 1,331,191,000 
私立専門学校における授業料等減免に要

する経費の一部 

私立専門学校「職業実践専門
課程」推進補助金 7,550,000 

私立専門学校が「職業実践専門課程」とし

て認定を受け継続するために必要な経費

を補助 

私立専修学校授業目的公衆
送信補償金補助金 5,354,000 

私立専修学校が他人の著作物を利用する

際に生じる授業目的公衆送信補償金によ

る経費を補助 

  




